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答 申 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した児童福祉法（以下「法」

という。）２７条１項２号の規定に基づく児童福祉司指導措置決定を解除す

る処分に係る審査請求について、審査庁から諮問があったので、次のとおり

答申する。 

 

第１ 審査会の結論 

本件審査請求は、棄却すべきである。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、東京都○○児童相談所長（以下「処分庁」と

いう。）が、令和５年６月１２日付けの措置解除決定通知書（処分の対象

を請求人の子（以下「本児」という。）とするもの）により請求人に対し

て行った児童福祉司指導措置解除決定処分（以下「本件解除処分」とい

う。）の取消しを求めるものである。 

 

第３ 請求人の主張の要旨 

請求人は、おおむね次のことから、本件解除処分は違法又は不当であ

ると主張する。 

本件指導措置に係る通知書に記載された指導内容のとおりの面接や

訪問指導を定期的に継続することなく、請求人が何度も助けや指導を求

めたにも関わらず、ただ「本人に来所してもらわないと」と繰り返すの

みで、積極的な関わりを持とうとせず放置し、１８歳を迎えたとたんに

終了するための面接のみを行い、措置解除の通知書類だけ送りつけてく

るという業務怠慢に対して異議を申し立てる。 

東京都には、児童相談所の現場で何が行われているのか、児童相談所

と関わった人の実体験に基づく声を直接ヒアリングする実態調査、改善

を求める。 

 

第４ 審理員意見書の結論 

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項の規定を
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適用して、棄却すべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年 月 日 審 議 経 過 

令和 ６年 ３月１３日 諮問 

令和 ６年 ５月２４日 審議（第８８回第２部会） 

令和 ６年 ６月２１日 審議（第８９回第２部会） 

 

第６ 審査会の判断の理由 

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結果、

以下のように判断する。 

１ 法令等の定め 

法４条は、法における児童とは、満１８歳に満たない者をいう、と定

める。 

法２７条１項２号は、法２６条１項１号の規定による報告があった児

童につき、都道府県が行う措置として、児童又はその保護者を事務所に

おいて又は当該児童若しくはその保護者の住所若しくは居所において、

児童福祉司に指導させること等を規定している。 

児童福祉司指導は、複雑困難な家庭環境に起因する問題を有する子ど

も等、援助に専門的な知識、技術を要する事例に対して、子どもや保護

者等の家庭を訪問し、あるいは必要に応じ通所させる等の方法により、

継続的に行われる（「児童相談所運営指針」（平成２年３月５日付児発第

１３３号厚生省児童家庭局長通知）第４章・第２節・２・(1)・ア。この

指針は、地方自治法２４５条の４第１項の規定に基づく技術的助言であ

る。）。 

東京都においては、法２７条１項２号の措置を採る知事の権限は、法

３２条１項及び児童福祉法施行細則（昭和４１年東京都規則第１６９号）

１条１項１号により、児童相談所長に委任されており、児童相談所長が、

通告を受けた児童、送致を受けた児童及び相談に応じた児童又はその保

護者について、必要があると認めたときに、同号の措置を採るべきこと

になる。 

法３３条の４第１号は、法２７条１項２号の措置を解除するときは、
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当該措置に係る児童の保護者に対し、あらかじめ説明するとともに意見

を聴かなければならないとする。 

２ 本件解除処分についての検討 

これを本件についてみると、処分庁は、本児の一時保護解除（家庭引

取り）に伴い、法２７条１項２号の規定により、本児について児童福祉

司指導措置を採った（本件指導措置）。 

本件指導措置において、本児との面接がなかなかできない間、担当職

員は主に請求人から本児の生活状況の聞き取りを継続し、高校と情報共

有して高校で本児と面接し、自立援助ホームの情報提供を行ったことが

認められる。 

そして、児童福祉司指導措置を解除するときには、当該措置に係る児

童の保護者に対し、あらかじめ説明するとともに意見を聴かなければな

らないとされているところ（上記１）、令和４年４月には請求人の意見を

聴き、解除してほしくない旨の意向を受けて本件指導措置を継続したこ

とも認められる。 

その後、本児が令和〇年〇月〇〇日に満１８歳となったため、処分庁

は、本件指導措置を解除した。 

法２７条１項２号の定める児童福祉司指導の対象となる児童は、法４

条が満１８歳に満たない者と定めており（上記１）、本件解除処分は、上

記１の法令等の定めに則って行われたものといえ、違法又は不当な点は

認められない。 

３ 請求人の主張についての検討 

請求人は、第３のとおり、本件指導措置で実施された指導内容等を不

服とし、業務怠慢である、児童相談所の業務について実態調査及び改善

を求める旨を主張する。 

しかし、上記２のとおり、本件解除処分は、本児が満１８歳となり、

法における児童ではなくなったことから、児童を対象とする法２７条 1

項２号の定める児童福祉司指導を解除したものであり、違法又は不当な

点はない。 

また、児童相談所の業務について実態調査及び改善を求める部分は、

本件処分の違法又は不当を主張するものとは認められず、本件処分の取

消理由とはならない。 

４ 請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討 

その他、本件解除処分に違法又は不当な点は認められない。 
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以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法令解

釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に行われて

いるものと判断する。 

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った委員の氏名） 

 後藤眞理子、筑紫圭一、中村知己 


